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当社グループにおける組織再編に関するお知らせ 

（風力・太陽光発電事業および地熱発電事業に係る簡易吸収分割） 

 

 

当社は、当社と当社の連結子会社である東北自然エネルギー株式会社（以下、「東北自然

エネルギー」という。）を当事会社とするグループ内組織再編を行うことを決定しましたの

で、お知らせいたします。詳細につきましては、決定次第改めてお知らせいたします。 

 

 

１．当該組織再編の目的 

当社は、「東北電力グループ“カーボンニュートラルチャレンジ２０５０”」のもと、

再生可能エネルギー（以下、「再エネ」という。）の最大限活用に向けた取り組みを進め

ており、風力発電を主軸とした再エネ全般について、東北６県および新潟県を中心に、

２００万ｋＷの開発の早期実現に積極的に取り組んでいます。 

今般、当社グループにおける再エネ事業推進体制の最適化に向けて、風力・太陽光発

電、地熱発電の各事業の一体化を図り、再エネ事業をより一層推進することを目的とし

て組織の再編を行うものです。 

 

２．当該組織再編の要旨 

（１） 当該組織再編の日程 

  ａ．風力・太陽光発電事業 

吸収分割契約締結日 ２０２３年４月（予定） 

吸収分割効力発生日 ２０２３年７月（予定） 

 

 



ｂ．地熱発電事業 

吸収分割契約締結日 ２０２５年１月（予定） 

吸収分割効力発生日 ２０２５年４月（予定） 

 

（２） 当該組織再編の方法 

ａ．風力・太陽光発電事業 

東北自然エネルギーを分割会社、当社を承継会社とする吸収分割方式を予定し

ております。当社においては、会社法第７９６条第２項に基づく簡易吸収分割によ

ることができる見込みであり、吸収分割契約締結のための株主総会は開催しない

予定です。 

ｂ．地熱発電事業 

当社を分割会社、東北自然エネルギーを承継会社とする吸収分割方式を予定し

ております。当社においては、会社法第７８４条第２項に基づく簡易吸収分割によ

ることができる見込みであり、吸収分割契約締結のための株主総会は開催しない

予定です。 

 

３．業績に与える影響 

   本会社分割は、当社と当社の連結子会社を当事会社とするグループ内組織再編であ

り、連結業績に与える影響は軽微です。 

 

４．その他 

会社分割の詳細等につきましては、決定次第お知らせいたします。 

 

以 上 

 

 


